
                                 

 

令和８年７月１０日  

 

公   告 
 

             

              分任契約担当官              

                陸上自衛隊函館駐屯地           

第３３２会計隊長  田部  晴彦       

 

一般競争について下記のとおり実施するので、陸上自衛隊が示す「入札及び契約心得  」  、  

「使用済車両売払い（仕様書番号ＧⅤ－Ｚ００１０１４）」  等関係事項を承諾のうえ参加され

たい。  

 

１  競争に付する事項  

（１）件名等  

品  名  規  格  単位  数量  

1/2t トラック (指揮・連絡用 )ほか１０件売払い  別紙第１「内訳書」のとおり  

※  本入 札 は 使 用 済車 両 の 売払 い を 目 的 とし 、 使 用済 自 動 車 の 再資 源 化 等に 関 す る 法律

（平成１４年法律第８７号）（以下「自動車リサイクル法」という。）第３１条第１項に

規定する全部再資源化を要する。  

（２）搬出場所  

陸上自衛隊函館駐屯地  

（３）代金納入時期  

代金の納付は、歳入徴収官の発行する納入告知書又は契約担当官の口頭告知により、指

定された期日及び  場所に納付するものとする。  

（４）搬出期限  

代金納付の日から５日以内（令和８年１０月３０日までに搬出）  

（５）履行期限  

   令和９年１月２９日  

 

２  競争に参加する者に必要な資格に関する事項  

（１）予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。  

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得て

いる者は、同条中「特別の理由がある場合」に該当する。  

（２）予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。  

（３）令和８年度有効の全省庁統一競争参加資格「物品の買受け」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」

の格付を保有し、北海道地域に競争参加資格を有する者であること。  

（４）契約担当官等から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。  

（５）別紙第２「装備品等及び役務の調達に係る指名停止等」に該当しない者であること。  

（６ ） 自動 車 リサ イク ル法 第 ４２ 条 第１ 項に 規定 す る引 取 業者 の資 格 、 同 法 第 ５ ３ 条 第 １ 項

に 規 定す る フ ロ ン 類回 収 業 者の 資 格 、 同 法第 ６ ０ 条第 １ 項 に 規 定す る 解 体業 者 の 資 格及

び 同 法 第 ６ ７ 条 第１ 項 に 規 定 す る 破 砕 業者 の 資 格 の ４ 資 格 を有 し、 かつ 自 動車 リサ イ ク

ル法第３１条第１項に規定する全部再資源化の業務を実施する共同事業体（以下「受託共

同事業体」という。）に所属する自動車リサイクル法第３１条第１項に規定する解体業者

又は破砕業者（以下「全部再資源化事業者」という。）であること。  

（７）自動車リサイクル法第３１条第１項に規定する全部再資源化により入札の公告日から過

去３年間に１００台以上の自動車を処分した実績を有する者であること。  

（８）過去の使用済車両売払い又は処分契約において、解体証明書又は破砕証明書が履行期限

を超えて未提出の状態でない者であること。  

（９）前各号によるほか、次項に示す事前提出書類による審査の合格者であること。  

（ 10）当該自動車の輸送を除き、再委託（旧「下請負」、以下「再委託」という。）は一切認め

ない。  

 

３  事前提出書類及び審査  

（１）資格審査決定通知書（写）  

（２）引取業、フロン類回収業、解体業及び破砕業資格を証明できる書類（写） 及び自らが受

託共同事業体に所属する事業者であり、受託共同事業体を構成する事業者の一覧を示した

書類  

（３）当該自動車の輸送・運搬を他業者に再委託させる者は、再委託させる者の産業廃棄物処  

理法に基づく一般廃棄物又は産業廃棄物収集運搬業の許可を証明できる書類（写）及び再

委託承認申請書を提出すること。なお、「 再委託承認申請書」には 再委託 者の連絡先及び

担当者名を記載すること。  



 

 

 

（４）公告日から最近１００台分の全部再資源化により処分した自動車の処理台数を示す書類  

（５）その他、官側が必要とする書類があった場合は、依頼の書類を提出すること。  

（６）提出時期  

   令和８年７月２７日（月）１７時００分迄（仕様書に示す提出時期によらず、本公告の

提出時期を適用する。）  

（７）事前審査結果通知  

   審査完了次第とするものの、令和８年７月３１日（金）までに通知する。  

 

４  再委託者の確認  

（１）再委託 承認申請の審査に当たっては、「再委託承認申請書」に 再委託者の連絡先及び担

当者名を記載するものとし、契約担当官等が、当該承認申請書に記載された再委託者に電

話等により確認し、確認ができなかった場合は当該再委託を承認しない。  

（２）契約担当官の電話等による確認期間は、審査結果通知日以前までとする。  

（３）承認申請をする再委託者が入札参加者である場合、当該再委託を承認しない。  

 

５  契約条項等を示す場所  

契約条項並びに「入札及び契約心得」については、陸上自衛隊函館駐屯地  第３３２会計

隊に掲示するほか、北部方面会計隊ホームページ (１５「公告掲示場所」に記載の URL参照 )

にも掲載する。  

 

 

６  競争入札執行の日時及び場所  

（１）日  時  

令和８年８月５日（水）９時３０分  

（２）場  所  

陸上自衛隊函館駐屯地  本部隊舎  ３ F 第４会議室  

 

 

７  落札決定方式  

（１）総額（税抜）が当隊所定の予定価格以上の最高額入札者を落札者とする。  

（２）落札者となるべき最高入札者が２人以上ある場合は、抽選により落札者を決定する。  

 

８  入札書の記載要領等  

（１）入札者は消費税に係る課税業者であるか免税業者であるかを問わず、見積もった契約金

額の１１０分の１００に相当する消費税抜きの金額を入札書に記載すること。（消費税相

当額に１円未満の端数があるときは、その端数は切り捨てる。）  

（２）品目ごとの金額の内訳を入札書に記載又は添付する。  

（３）代表者以外の代理人による入札は、入札時に委任状を提出する。なお、郵便による入札

の場合も同様とする。  

 

９  保証金に関する事項  

（１）入札保証金  

免除（ただし、落札者が ｢入札及び契約心得 ｣に従った契約締結の手続きをしない場合は、

落札者が契約締結に応じないものとみなし、落札 価格の１００分の５に相当する金額を違

約金として徴収する。）  

（２）契約保証金  

免除（ただし、契約者が契約を履行しない場合は、契約金額の１００分の１０以上の金

額を違約金として徴収する。）  

 

10 入札の無効  

（１）第２項で示した競争に参加する者に必要な資格のない者による入札  

（２）入札に関する条項に違反した入札  

（３）入札金額、入札者（委託された者も含む） の氏名及び連絡先が判別し難い場合又は記載

がない入札書  

（４）入札開始時刻に遅れた者及び本公告に示す期限を過ぎて到着した郵便による入札書  

（５）電話、電報及びＦＡＸによる入札  

（６）暴力団排除に関する誓約を実施していない者の入札及び誓約に虚偽があった場合又は誓

約に反する事態が生じた場合  

 

11 契約書の作成  

  落札決定後、関係法令等に基づき、 標準契約書「不用物品売払契約条項」、 別紙第３ 「談

合等の不正行為に関する特約条項 」、別紙第４ 「暴力団排除に関する特約条項 」及び別紙第

５「売払い物品の解体に関する特約条項」を付し、契約書を作成する。  



  

 

 

12 現場説明会等  

（１）現場説明会は実施しない。  

（２）現物確認  

ア  現物確認を希望する者は、事前調整の上、令和８年７月１３日（月）９時００分から

同年７月２７日（月）１７時００分までの間 （休日及び祝日を除く。）において確認す

ること。  

イ  調整先  

陸上自衛隊函館駐屯地  第１１後方支援隊第３普通科直接支援小隊（担当：新井）  

電  話  ０１３８－５１－９１７１（内線５９２）  

 

13 履行後提出書類等  

（１）作業前、作業中、作業後の写真（各過程において車台番号が確認可能なもの）  

（２）前号において、車台番号の確認が不可能な場合は、当該売払い自動車をプレスに投入す

る直前から破砕及び圧縮されるところまでを途切れなく１つの動画で撮影したデータ  

（３）引渡証明書（写）  

（４）自動車リサイクル法第１６条第４項に規定する解体自動車全部利用者に引渡した荷姿詳

細情報及び検収書（写）  

 

14 違約金に関する事項  

（１）本件車両を転売して一般市場に流通させた場合又は部品を転売して自衛隊車両と同様の

外観を有する車両を一般市場に流通させるに至った場合は、契約金額の１００分の１０に

相当する金額の違約金を徴収するとともに、実際の損害の額が違約金の額を超過する場合

には、超過分の損害につき賠償を請求する。また、一般市場に流通させるに至らなかった

場合でも、その未遂があった場合には、契約金額の１００分の１０に相当する金額の違約

金を徴収する。  

（２）前項に示す履行後提出書類等が履行期限を過ぎても未提出あるいは遅れて提出された場

合、並びに虚偽の記載があることが判明した場合は、契約金額の１００分１０に相当する

金額の違約金を徴収する。  

 

15 その他  

（１）売払い自動車等の識別ができるよう、自動車等番号及び車台番号を付記する。  

（２）契約の成立時期については、契約書等に双方が記名押印したときとする。  

（３）郵便等入札  

ア  郵便等による入札参加を推奨する。  

イ  郵便等入札の要領等  

（ア）送付先  

〒０４２－８５６７  北海道函館市広野町６－１８  

陸上自衛隊函館駐屯地  第３３２会計隊  契約班  

（イ）送付期限  

令和８年８月４日（火）１７時００分（必着）  

（ウ）送付要領  

入札書は、「 1/2tトラック (指揮・連絡用 )売払いほか 10件  入札書在中」と朱書き

された封筒の中に入れて封印し書留郵便又はメール便にて送付する。 また、資格審査

結果通知書 (写 )等の入札書以外の必要提出物は入札書の入った小封筒とは分けて同封

し、送付すること。  

（エ）到着の確認  

郵送等により入札を行う者は、発送した後、会計隊契約班担当者に到着の確認を行

うものとする。  

（４）再度入札  

ア  郵便等による入札者がいない場合、直ちに実施する。  

イ  郵便等による入札者がいる場合  

（ア）再度入札の実施日時  

令和８年８月７日（金）１０時００分  

（イ）郵便入札の要領  

ａ  送付期限  

令和８年８月７日（金）９時００分（必着）  

ｂ  その他の要領  

初度の入札と同様とする。代表者以外の代理人が再度入札に参加する場合は、委

任状を提出すること。  

（５）所有権移転の時期  

第１３項に示す提出書類等の提出が完了し、契約担当官が承認した時期とする。  

 

 

 



 

 

 

（６）売払自動車等の引取等  

ア  所有権移転後、防衛省は物品に対して一切の責任を負わない。また、買受人は当該物

品に不具合、隠れたる瑕疵（かし）等を発見しても、契約代金の減免、損害賠償の請求

又は契約の解除をすることはできない。  

イ  売払自動車等の引取りに際しては、事故防止に留意するとともに、事故発生の場合は、

全て買受人の責任において処理すること。  

ウ  売払自動車等の引取り、保管、整備、使用等に際して発生する一切の費用は、買受人

の負担とすること。  

エ  売払自動車等の使用等に際して必要となる法令上の各種手続は、買受人の責任におい

て行うこと。  

（７）入札当日において駐屯地は、会計隊事務室、入札会場及び厚生センター以外の立入は認

めない。やむを得ない事情が発生した場合は、事前に担当者に申し出をして了承を得るこ

と。この際、必要に応じ官側は立会する。  

   なお、駐屯地への入門は、入札開始時刻の３０分前からとし、入札執行場所には入札開

始時刻の２０分前から入室できる。  

（８）入札に関する問合わせ先  

陸上自衛隊函館駐屯地  第３３２会計隊契約班（担当：深田）  

電  話  ０１３８－５１－９１７１（内線３５７）  

ＦＡＸ  ０１３８－５１－９１７１（内線４７７）  

メールアドレス：332fin－na@inet.gsdf.mod.go.jp  

（９）公告掲示場所  

函館駐屯地第３３２会計隊、海上自衛隊函館基地隊、函館商工会議所、函館亀田商工会

議所、北部方面会計隊ホームページ（ http： //www.mod.go.jp/gsdf/nae/fin/）  

（ 10）公告掲示期間  

令和８年７月１０日（金）～令和８年８月５日（水）  

（ 11）「入札及び契約心得」及び「標準契約書等」提示場所  

函館駐屯地第３３２会計隊、  

北部方面会計隊ホームページ（ http： //www.mod.go.jp/gsdf/nae/fin/）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

別紙第１  

 

 

内  訳  書  

 

番号  品  名  規  格  単位  数量  自動車等番号及び車台番号  

１  
1/2ｔトラック

(指揮・連絡用 ) 
V16BBRSFA EA １  01-8778/ V16-0900193 

２  
1/2ｔトラック

(指揮・連絡用 ) 
V16BBRSFA EA １  01-8779/ V16-0900194 

３  
1/2ｔトラック

(指揮・連絡用 ) 
V16BBRSFA EA １  01-8780/ V16-0900195 

４  
1/2ｔトラック

(指揮・連絡用 ) 
V16BBRSFA EA １  01-8783/ V16-0900198 

５  
1/2ｔトラック

(指揮・連絡用 ) 
V16BBRSFA EA １  01-8803/ V16-0900218 

６  
1/2ｔトラック

(指揮・連絡用 ) 
V16BBRSFA EA １  01-8805/ V16-0900220 

７  
1/2ｔトラック

(指揮・連絡用 ) 
V16BBRSFA EA １  01-9272/ V16-7000155 

８  3 1/2ｔトラック  6×6SKW475 EA １  34-7809/SKW475-7000004 

９  3 1/2ｔトラック  6×6SKW476 EA １  34-0426/SKW476-7000765 

１０  
3 1/2ｔトラック  

(ウインチ付 ) 
6×6SKW475 EA １  33-2350/SKW475-3002600 

１１  
3 1/2ｔトラック  

(ウインチ付 ) 
6×6SKW476 EA １  33-2527/SKW476-7000983 

合    計      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

別紙第２  

 

 

装備品等及び役務の調達に係わる指名停止等  

 

１  防衛省大臣官房衛生監、防衛政策局長、防衛装備庁長官又は陸上幕僚長から「装備品等及

び役務の調達に係る指名停止措置等の要領」に基づく指名停止の措置を受けている期間中の

者でないこと。  

 

２  前号により現に指名停止を受けている者と資本関係又は人的関係のある者であって、当該

者と同種の物品の売買又は製造若しくは役務請負について防衛省と契約を行おうとする者で

ないこと。  

 

３  原則、現に指名停止を受けている者の 再委託については認めない。ただし、真にやむを得

ない事由を該当する省指名停止権者が認めた場合には、この限りでない。  

 

４  第２号の「資本関係又は人的関係にある」場合とは、次に定める基準のいずれかに該当す

る場合をいう。  

（１）資本関係がある場合  

次のア又はイに該当する二者の場合。ただし、アについては子会社（会社法（平成１７

年法律第８６号）第２条第３号及び会社法施行規則（平成１８年法務省令第１２号）第３

条の規定による子会社をいう。以下同じ。）又は、イについて子会社の一方が会社更正法

（昭和２７年法律第１７２号）第２条第７項に規定する更正会社（以下「更正会社」とい

う 。） 又 は 民 事 再 生 法 （ 平 成 １ １ 年 法 律 第 ２ ２ ５ 号 ） 第 ２ 条 第 ４ 号 に 規 定 す る 再 生 手 続

（以下「再生手続」という。）が存続中の会社である場合を除く。  

ア  親会社（会社法第２条４号及び会社法施行規則第３条の規定による親会社をいう。以

下同じ。）と子会社の関係にある場合  

イ  親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合  

（２）人的関係がある場合  

次のア又はイに該当する二者の場合。ただし、アについては、更正会社又は再生手続存

続中の会社である場合は除く。  

ア  一方の会社の役員（常勤又は非常勤の取締役、会計参与、監査役、執行役、理事、監

事その他これらに準ずる者をいい、社外役員を除く。以下の号において同じ。）が、他

方の会社の役員を現に兼ねている場合  

イ  一方の会社の役員が、他方の会社の会社更正法第６７条第１項又は民事再生法第６４

条第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合  

（３）（１）及び（２）に掲げる場合のほか、資本構成又は人的構成において関連性のある一

方 の 会社 に よ る 落 札が 他 方 の会 社 に 係 る 指名 停 止 等の 措 置 の 効 果を 事 実 上減 殺 す る など

（１）又は（２）に掲げる場合と同視し得る資本関係又は人的関係があると認められる場

合  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

別紙第３  

 

 

談合等の不正行為に関する特約条項  

 

（談合等の不正行為に係る解除）  

第１条  甲は、この契約に関して、次の各号の一に該当するときは、契約の全部又は一部を解

除することができる。  

（１）公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対して私的独占の禁止及び公正取引の確保に関

する法律（昭和２２年法律第５４号）（以下「独占禁止法」という。）第７条又は同法第

８条の２（同法第８条第１号若しくは第２号に該当する行為の場合に限る。）の規定によ

る排除措置命令を行ったとき、同法第７条の２第１項（同法第８条の３において読み替え

て準用する場合を含む。）の規定による課徴金の納付命令を行ったとき、又は同法第７条

の４第７項若しくは第７条の７第３項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行

ったとき。  

（２）乙又は乙の代理人（乙又は乙の代理人が法人の場合にあっては、その役員又は使用人）

が刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６若しくは第１９８条又は独占禁止法第８

９条第１項の規定による刑の容疑により公訴を提起されたとき。  

２  乙は、この契約に関して、乙又は乙の代理人が独占禁止法第７条の４第７項又は第７条

の７第３項の規定による通知を受けた場合には、速やかに、当該通知文書の写しを甲に提

出しなければならない。  

（談合等の不正行為に係る違約金）  

第２条  乙は、この契約に関して、次の各号の一に該当するときは、甲が契約の全部又は一部

を解除するか否かにかかわらず、契約金額の１０分の１に相当する額を違約金として甲が指

定する期日までに支払わなければならない。  

（１ ） 公 正取 引 委員 会 が、 乙 又 は乙 の 代理 人 に対 し て 独占 禁 止法 第 ７条 又 は 同法 第 ８条 の ２

（同法８条第１項第１号若しくは第２号に該当する行為の場合に限る。）の規定による排

除措置命令を行い、当該排除措置命令が確定したとき。  

（２）公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対して独占禁止法第７条の２第１項（同法第８

条 の ３に お い て 読 み替 え て 準用 す る 場 合 を含 む 。 ）の 規 定 に よ る課 徴 金 の納 付 命 令 を行

い、当該納付命令が確定したとき。  

（３）公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対して独占禁止法第７条の４第７項又は第７条

の７第３項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。  

（４）乙又は乙の代理人（乙又は乙の代理人が法人の場合であっては、その役員又は使用人）

が刑法第９６条の６若しくは第１９８条又は独占禁止法第８９条第１項の規定による刑が

確定したとき。  

２  乙は、前項第４号に規定する場合に該当し、かつ、次の各号の一に該当するときは、前

項の契約金額の１０分の１に相当する額のほか、契約金額の１００分の５に相当する額を

違約金として甲が指定する期日までに支払わなければならない。  

（１）公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対して独占禁止法第７条の２第１項及び第７条   

の３の規定による納付命令を行い、当該納付命令が確定したとき。  

（２）当該刑の確定において、乙が違反行為の首謀者であることが明らかになったとき。  

（３）乙が甲に対し、独占禁止法等に抵触する行為を行っていない旨の誓約書を提出している

とき。  

３  乙は、契約の履行を理由として、前２項の違約金を免れることができない。  

４  第１項及び第２項の規定は、甲に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合にお

いて、甲がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

別紙第４  

 

 

暴力団排除に関する特約条項  

 

（属性に基づく契約解除）  

第１条  甲は、警視庁又は道府県警察本部の暴力団排除対策を主管とする課の長（以下「暴力

団対策主管課長」という。）への照会、又は暴力団対策主管課長からの通知により、乙が次

の各号の一に該当すると認められたときは、本契約を解除することができる。  

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人であ

る場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団

体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力

団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力

団員をいう。以下同じ。）であるとき。  

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加

える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。  

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直

接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。  

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどして

いるとき。  

（５）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。  ２  

乙は、甲から求めがあった場合、乙の役員名簿（有価証券報告書に記載のもの（生年月日を

含む。）ただし、有価証券報告書を作成していない場合は、役職名、氏名及び生年月日の一

覧表とする。）及び登記簿謄本の写しを提出するとともに、これらの提出書類から確認でき

る範囲での個人情報を警察に提供することについて同意するものとする。  

（行為に基づく契約解除）  

第２条  甲は、乙が自ら又は第三者を利用して次の各号の一に該当する行為をした場合は、本

契約を解除することができる。  

（１）暴力的な要求行為   

（２）法的な責任を超えた不当な要求行為  

（３）取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為  

（４）偽計又は威力を用いて支担官等の業務を妨害する行為  

（５）その他前各号に準ずる行為  

（暴力団排除に関する表明及び確約）  

第３条  乙は、前２条各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ、将来にわたっても該

当しないことを確約する。  

２  乙は、前２条各号の一に該当する者（以下「排除対象者」という。）を 再委託者等（再委

託者（再再委託以降の全ての再委託者を含む。）、受任者（再委任以降の全ての受任者を含

む。）及び再委託者又は受任者が当該契約に関して個別に契約する場合の当該契約の相手方

をいう。以下同じ。）としないことを確約する。  

（再委託者等に関する契約解除）  

第４条  乙は、契約後に再委託者等が排除対象者であることが判明したときは、直ちに当該 再

委託者等との契約を解除し、又は再委託者等に対し契約を解除させるようにしなければなら

ない。  

２  甲は、乙が再委託者等が排除対象者であることを知りながら契約し、若しくは 再委託者等

の契約を承認したとき、又は正当な理由がないのに前項の規定に反して当該 再委託者等との

契 約を 解 除 せず 、 若 し く は 再 委 託 者等 に 対 し 契 約を 解 除 させ る た め の 措置 を 講 じな い とき

は、本契約を解除することができる。  

（損害賠償等）  

第５条  甲は、第１条、第２条及び前条第２項の規定により本契約を解除した場合は、これに

より乙に生じた損害について、何ら賠償ないし補償することは要しない。  

２  乙は、甲が第１条、第２条及び前条第２項の規定により本契約を解除した場合において、

甲に損害が生じたときは、その損害を賠償するものとする。  

３  甲は、第１条、第２条及び前条第２項の規定によりこの契約の全部又は一部を解除した場

合は、代金（一部解除の場合は、解除部分に相当する代金）の１０パーセントの金額を乙か

ら違約金として徴収するものとする。  

４  前項の規定は、甲に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合において、甲がそ

の超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。  

（不当介入に対する通報・報告）  

第６条  乙は、自ら又は再委託者等が、暴力団、暴力団員、社会運動・政治運動標ぼうゴロ等

の反社会的勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」という。）を受

けた場合は、これを拒否し、又は再委託者等をして、これを拒否させるとともに、速やかに

不当介入の事実を甲に報告するとともに、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うものと

する。  

 



 

 

 

 

別紙第５  

 

 

売払い物品の解体に関する特約条項  

 

甲（契約担当官）及び乙（契約相手方）は、売払い物品の解体に関し、次の特約条項を定め

る。   

（総則）   

第１条  乙は、次に掲げる売払い物品については、別に定める解体要領に基づき解体するもの

とする。   

車台番号  品目  型式  単位  数量  備考  

V16-0900193 
1/2ｔトラック  

(指揮・連絡用 ) 
V16BBRSFA EA １   

V16-0900194 
1/2ｔトラック  

(指揮・連絡用 ) 
V16BBRSFA EA １   

V16-0900195 
1/2ｔトラック  

(指揮・連絡用 ) 
V16BBRSFA EA １   

V16-0900198 
1/2ｔトラック  

(指揮・連絡用 ) 
V16BBRSFA EA １   

V16-0900218 
1/2ｔトラック  

(指揮・連絡用 ) 
V16BBRSFA EA １   

V16-0900220 
1/2ｔトラック  

(指揮・連絡用 ) 
V16BBRSFA EA １   

V16-7000155 
1/2ｔトラック  

(指揮・連絡用 ) 
V16BBRSFA EA １   

SKW475-

7000004 
3 1/2ｔトラック  6×6SKW475 EA １   

SKW476-

7000765 
3 1/2ｔトラック  6×6SKW476 EA １   

SKW475-

3002600 

3 1/2ｔトラック  

(ウインチ付 ) 
6×6SKW475 EA １   

SKW476-

7000983 

3 1/2ｔトラック  

(ウインチ付 ) 
6×6SKW476 EA １   

（契約金額の内訳）  

第２条  前条に掲げる物品に係る契約金額は、○○円（消費税及び地方消費税込み）とし、本

契約書本文に記載した契約金額の内訳とする。  

（所有権の移転）  

第３条  第１条に掲げる売払い物品の所有権は、乙が甲に対して必要な提出書類を届け出て、

甲が承認したときをもって甲から乙に移るものとする。  
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調達要求番号： 

陸 上 自 衛 隊 仕 様 書 

物品番号  仕 様 書 番 号 

使用済自動車（装輪車両）の売払い 

ＧＶ－Ｚ００１０１４ 

防衛大臣承認     年  月  日 

作    成 令和８年３月５日 

変    更  

作成部隊等名 補給統制本部 火器車両部 

1 総則 

1.1 適用範囲 

 この仕様書は，陸上自衛隊において実施する使用済自動車の売払いについて規定する。 

1.2 用語及び定義 

 この仕様書で用いる用語及び定義は，次によるほか，ＧＬＴ－ＣＧ－Ｚ０００００１による。 

1.2.1 

使用済自動車 

陸上自衛隊で不用となった車両をいう。 

1.2.2 

売払い自動車 

不用の決定をした後，この契約の相手方に対し，当該自動車の全部を解体，プレス，せん断などを

して鉄鋼の原料として解体自動車全部利用者に引渡すことを義務づけて売払いをする使用済自動車を

いう。 

1.2.3 

自動車リサイクル券 

“使用済自動車の再資源化等に関する法律”（以下，自動車リサイクル法という。）第７３条に規定す

る再資源化預託金等の構成要素を含んだものをいう。 

1.2.4 

解体・破砕 

自動車リサイクル法に規定される解体工程及び破砕（溶解を含む。）工程をいう。 

1.2.5 

全部再資源化 

ＡＳＲ（シュレッダーダスト）を生じさせない方法での再資源化であり，自動車メーカーなどが全

部再資源化事業者（解体業者及び破砕業者）に委託し，合理的な解体などを行うことによって，解体

自動車全部利用者（国内の電炉及び転炉業者）がその解体をされた自動車を鉄鋼の原料として利用可

能な状態にすることをいう。この制度によって，自動車メーカーなどは，預託金から全部再資源化事

業者にその費用を支払うことが可能な制度である。 

1.2.6 

コンソーシアム 

解体業者，プレス・せん断処理業者及び鉄鋼メーカーと必要に応じてそれらを取りまとめる商社などが加わり，

自動車リサイクル法第３１条第１項に規定する全部再資源化の業務を実施する共同事業体であり，同項の規定に
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基づき，自動車製造業者等の審査を受けた上で全部再資源化の業務の実施に係る契約を締結し，経済産

業大臣及び環境大臣から認定を受けた受託共同事業体をいう。 

1.2.7 

解体自動車全部利用者 

自動車リサイクル法第１６条第４項に規定する解体自動車全部利用者をいい，コンソーシアムに所属

し，売払い自動車の全部を鉄鋼の原料として利用する事業を国内において行う者をいう。 

1.2.8 

全部再資源化事業者 

自動車リサイクル法第３１条第１項に規定する解体業者又は破砕業者であり，コンソーシアムに所属

し，合理的な解体等を行うことによって，解体自動車全部利用者がその解体をされた自動車を鉄鋼の

原料として利用可能な状態（スクラップ）にする事業を実施する解体業者又は破砕業者をいう。 

1.3 引用文書等 

1.3.1 引用文書 

 この仕様書に引用する次の文書は，この仕様書に規定する範囲内において，この仕様書の一部を成

すものであり，入札書又は見積書の提出時における最新版とする。 

a) 仕様書 

  ＧＬＴ－ＣＧ－Ｚ０００００１ 陸上自衛隊装備品等一般共通仕様書 

b) 法令等 

  使用済自動車の再資源化等に関する法律（平成１４年法律第８７号） 

  使用済自動車の再資源化等に関する法施行令（平成１４年政令第３８９号） 

  使用済自動車の再資源化等に関する法律施行規則（平成１４年経済産業省・環境省令第７号） 

入札及び契約心得［陸幕会第３１７号（２７．３．５）別冊第１］ 

1.3.2 関連文書 

 不用決定した物品（供与品を除く。）の売払いについて（通達）［陸幕４第２７５号（４４．１０．

１）］ 

 

2 売払いに関する要求 

2.1 一般的要求事項 

 一般的要求事項は，次による。 

a) 契約の相手方は，自動車リサイクル法第４２条第１項に規定する引取業者の資格をもち，かつコ

ンソーシアムに所属する全部再資源化事業者であって，入札開始前までに自らがコンソーシアム

に所属する事業者であり，コンソーシアムを構成する事業者の一覧を示した書類を提出し，官側

の確認を受けた者でなければならない。 

b) 契約の相手方が所属するコンソーシアムを構成する各事業者は，過去の自衛隊専用自動車などの

解体・破砕及び売払いなどに係る契約において，解体証明書，破砕証明書，その他の契約の履行

を確認するために提出を求められた書類が履行期限を超えて未提出の状態である者であってはな

らない。 

c) 契約の相手方は，自動車リサイクル法第３１条第１項に規定する全部再資源化によって入札の公

告日から過去３年間に１００台以上の自動車を処分した実績があり，入札開始前までに公告日か

ら最近１００台分の全部再資源化によって処分した自動車の処理台数を示す書類を提出し，官側

の確認を受けた者でなければならない。 



  

 

- 3 - 

d) 契約の相手方は，売払い自動車を引取った後，フロン類及び指定回収物品を回収し，売払い自動

車の全部を解体，プレス・せん断などをして鉄鋼の原料として解体自動車全部利用者に引渡すに

当たり，当該自動車の輸送を除き，解体自動車全部利用者に引渡すまでの一切の業務について，

下請負させることなく契約相手方において実施する。 

e) 契約の相手方は，エンジン，ドア，タイヤ及びホイール並びに荷台その他の囲いをもつ積載装置

及びトラッククレーンその他の特殊の用途にのみ用いられる自動車に当該自動車と一体として装

備する特別な装備についても，再利用不可能なように破砕及び圧縮などの処理を行うほか，部品

の如何を問わず市場に流出してはならない。電線などの銅製品を取り外し，鉄鋼の材料としての

み利用する目的で解体自動車全部利用者に引渡す。 

なお，このために必要な機材，作業者などは，契約の相手方が用意する。 

f) 契約の相手方は，売払い自動車を解体する作業において，表1に示す作業前，作業中及び作業後の

写真を撮影するとともに，売払い自動車の引渡しから３か月以内に作業前，作業中及び作業後の

写真を官側に提出する。また，プレスに投入する直前からこれが破砕及び圧縮されるところまで

を途切れなく１つの動画で撮影するものとする。 

なお，動画撮影開始時からプレスに投入する直前までは常にボデー（ボンネット，キャビン前

面及び左右ドア）に記載された車体番号が明瞭に確認可能とし，記録したデータは，５年以上保

管するとともに，必要に応じて官側の指示によって提出する。この際，提出する写真及び動画は

ＰＤＦデータ，ＤＶＤなどの自衛隊の情報保全に抵触しない記憶媒体とし，官側と調整をする。 

g) 官側は，d)～f)の実施状況について契約満了後も含め必要に応じて立ち入り調査を実施可能とし，

契約の相手方は官側から立ち入り調査の実施を通知された場合，これを受け入れなければならな

い。 

2.2 引渡し 

 引渡しは，次による。 

a) 契約の相手方は，売払い自動車の引渡しの段階で，受領書を官側に提出する。 

なお，売払い自動車の所有権は，4.1 の提出書類全ての提出が完了するまで官側に留保する。 

b) 売払い自動車の引渡しの際に必要な機材，作業者などは，契約の相手方が用意する。 

c) 契約の相手方は，売払い自動車の引渡しに際し事故防止に万全を期さなければならない。 

d) 搬出・搬入は，官側が別途示す場所において行う。 

2.3 自動車リサイクル券の手続き 

 契約の相手方は，売払い自動車に添付された自動車リサイクル券について自動車リサイクル法に基

づき，使用済自動車として適正な処理手続きを行う。 

2.4 転売の禁止事項 

契約の相手方は，売払い自動車について，2.1 に示す作業を実施して，鉄鋼の原料として利用し，

エンジン，ドア等部品の如何を問わず市場に流出させてはならない。当該部品が一般市場に流通した

場合（未遂を含む。）は，契約担当官は，契約の相手方に対し損害賠償を請求する。 

2.5 売払い自動車の処理要領 

 売払い自動車の処理要領は次による。 

a) 契約の相手方は，売払い自動車の引渡しを受けた日から３か月以内に，2.1に示す処理を実施する。 

b)  契約の相手方は，解体自動車全部利用者への引渡しの完了後，表1に示す引渡証明書の写しを提出

する。 
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c) 契約の相手方は，売払い自動車の個体識別・管理を確実に実施し，解体自動車全部利用者に引渡

した内容及びスクラップの量を表1に示す解体自動車全部利用者に引渡した荷姿詳細情報及び検収

書の写しの提出をもって報告する。 

 

3 品質保証  

監督及び検査は，契約担当官等が定める監督・検査実施要領による。 

  

4 その他の指示 

4.1 提出書類  

提出書類は，調達要領指定書によって指定する場合を除き，表1による。 

4.2 官側の支援 

契約の相手方は，売払い自動車の処理の作業において，官側の支援を必要とする場合は，事前に協

議のうえ，次の事項について支援を受けることが可能である。  

a) 自衛隊などの敷地への立ち入りに関する事項  

b) 売払いのため，最低限の図面の貸出し又は閲覧に関する事項  

4.3 安全管理 

売払いの作業は，安全管理に万全を期する。 

4.4 売払いに関する保全 

 売払いに関する保全は，次による。 

a) 契約の相手方は，4.2 b)で貸出し又は閲覧した図面について，提出書類とする場合を除き，複製

してはならない。また，売払い後確実に監督官へ返却しなければならない。  

b) 契約の相手方は，売払いの履行に当たり直接又は間接にかかわらず知り得た事項を漏えい，別途

利用及びその他への公表をしてはならない。また，この契約終了後も同様とする。 

4.5 その他 

 その他は，次による。 

a) 契約の相手方は，官側の施設及び機材，物品などに損傷を与えた場合は，速やかに契約担当官等

と協議する。  

b) 契約の相手方は，履行期間の延長を必要とする場合は，契約担当官等と協議する。 

c) コンソーシアム内で生じた問題，紛争などについては，契約の相手方の責任及び負担で解決する。 

4.6 仕様書に関する疑義  

この仕様書に関する疑義は，ＧＬＴ－ＣＧ－Ｚ０００００１の8.3による。   
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表1－提出書類 

番号 品名 数量 提出先 提出時期 摘要 

１ 引取業者として登録を示す

書類 

１ a) 入札開始前まで

に 

自動車リサイクル法第４２条第１

項の登録を受けていることを示す

書類 

２ 自動車リサイクル法第３１

条第１項に規定する全部再

資源化によって入札の公告

日から過去３年間に処分し

た自動車の処理台数を示す

書類 

検収伝票及び当該検収伝票に対応す

る自動車リサイクルシステムから

出力される荷姿詳細情報 

３ コンソーシアムを構成する

事業者の一覧 

経済産業省のホームページ上で公開

されている事業者リスト 

４ 誓約書 契約締結後速や

かに 

図1による。 

５ 受領書 売払い自動車の

引渡し時 

ＧＬＴ－ＣＧ－Ｚ０００００１の

図8による。 

６ 細部実施要領書 契約締結後速や

かに 

図2による。 

７ 作業前，作業中，作業後の

写真 

売払い自動車の

引渡しから３か

月以内 

図3によるほか，自動車引受け

時，重機などでの解体中及びスク

ラップ後の写真の３点とする。ま

た，作業前及び作業中の写真には

車台のボデー（ボンネット，キャ

ビン前面及び左右ドア）に記載さ

れている車台番号が視認可能な形

で撮影する。 

８ 引渡証明書の写し 売払い自動車の引渡しから解体自

動車全部利用者への引渡しの完了

までの物流において，この契約の

履行に携わった全ての事業者間で

の引渡しを証する書面の写し 

９ 解体自動車全部利用者に引

渡した荷姿詳細情報 

自動車リサイクルシステムから出

力される荷姿詳細情報 

１０ 検収書の写し 解体自動車全部利用者よって発行

されたスクラップの質量を示す証

書 

注ａ） 提出先は，調達要領指定書によって指定する。 
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誓約書 
 

 

 

当社は、本仕様書で定められている提出書類を期日までに提出し、官からの立ち入り調査の要請が

あった場合は受け入れます。また、受領した売払い自動車を解体した際に生じた部品は再利用できな

いように破砕及び圧縮などの処理をし、部品の如何を問わず市場に流出させず、電線などの銅製品を

取り外した上で、鉄鋼の原料としてのみ利用いたします。なお、本仕様書の内容に違反した場合は当

該対処等に要した官側費用の全額を賠償する他、指名停止処分及び入札参加資格停止処分が行われて

も異議ありません。 

 

 

年  月  日 

株式会社 

代表者名    （自  署） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1－誓約書の様式 
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細 部 実 施 要 領 書 

 

 

 

分任契約担当官 

陸上自衛隊○○駐屯地 

○○ ○○ 殿 

 

                    住 所 

                    会社名 

                    代表者名 

 

件名：使用済自動車（装輪車両）の売払い 

搬出場所：○○駐屯地 

 

 

１ 解体作業場所 

 

 

２ 引取り日（搬出日） 

 

 

３ 解体受け車種、車台番号及び両数 

 

 

４ 解体作業内容 

 

 

５ 破砕作業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2－細部実施要領書の様式 
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１ 作業前（自動車引き受け時） 

  車体に記載されている車台番号が視認可能な状態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 作業中（重機などでの解体中） 

  車体に記載されている車台番号が視認可能な状態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 作業後（スクラップ後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3－作業前，作業中及び作業後の提出写真（一例） 

- 8.- 

..- 



鋳　鉄 Ｈ２ Ｈ３ Ｈ４ 並 下 真鍮 鋳物

120.8 386.5 391.0 774.7 3.2 0.0 0.0 0.0 27.4 26.4 58.0 61.3 90.7 1,940.0

Ａ 7 両分 845.6 2,705.5 2,737.0 5,422.9 22.4 0.0 0.0 0.0 191.8 184.8 406.0 429.1 634.9 13,580.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

845.6 2,705.5 2,737.0 5,422.9 22.4 0.0 0.0 0.0 191.8 184.8 406.0 429.1 634.9 13,580.0

1760.0 2286.5 3295.8 50.6 32.1 1.0 0.0 5.2 103.6 43.2 29.0 460.5 502.5 8570.0

Ａ 1 両分 1760.0 2286.5 3295.8 50.6 32.1 1.0 0.0 5.2 103.6 43.2 29.0 460.5 502.5 8570.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1760.0 2286.5 3295.8 50.6 32.1 1.0 0.0 5.2 103.6 43.2 29.0 460.5 502.5 8570.0

2229.5 2138.0 2430.7 253.6 5.0 10.8 1.0 0.0 194.5 43.2 30.0 435.5 718.2 8490.0

Ａ 1 両分 2229.5 2138.0 2430.7 253.6 5.0 10.8 1.0 0.0 194.5 43.2 30.0 435.5 718.2 8490.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2229.5 2138.0 2430.7 253.6 5.0 10.8 1.0 0.0 194.5 43.2 30.0 435.5 718.2 8490.0

1860.0 2509.2 3383.1 50.6 32.1 3.0 0.0 5.2 103.6 43.2 29.0 460.5 520.5 9000.0

Ａ 1 両分 1860.0 2509.2 3383.1 50.6 32.1 3.0 0.0 5.2 103.6 43.2 29.0 460.5 520.5 9000.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

1860.0 2509.2 3383.1 50.6 32.1 3.0 0.0 5.2 103.6 43.2 29.0 460.5 520.5 9000.0

2332.5 2248.0 2465.7 412.6 8.0 10.8 3.0 0.0 194.5 43.2 30.0 435.5 736.2 8920.0

Ａ 1 両分 2332.5 2248.0 2465.7 412.6 8.0 10.8 3.0 0.0 194.5 43.2 30.0 435.5 736.2 8920.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2332.5 2248.0 2465.7 412.6 8.0 10.8 3.0 0.0 194.5 43.2 30.0 435.5 736.2 8920.0

鉄

　材　　質　　別　　重　　量　　区　　分　　表

計
区　分

Ａ－Ｂ

３　１／２ｔトラック
（６×６ＳＫＷ４７５）

１／２ｔトラック
（指揮・連絡用）

Ｂ採取分

Ａ－Ｂ

１両分

１両分

Ｂ採取分

３　１／２ｔトラック
（ウインチ付き）

（６×６ＳＫＷ４７５）

１両分

Ｂ採取分

Ａ－Ｂ

３　１／２ｔトラック
（６×６ＳＫＷ４７６） Ｂ採取分

Ａ－Ｂ

１両分

（単位　：　ｋｇ）

車　両　型　式
等　級

鉛 ガラス ゴム 未価値品
銅 真　鍮

アルミ

５

３　１／２ｔトラック
（ウインチ付き）

（６×６ＳＫＷ４７６）

１両分

Ｂ採取分

Ａ－Ｂ
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特
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4 0

8

7
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3

1
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広野 11

9
1 0

地
本

財務省

駐車場 駐車場

建　 　物 　　 一　　 覧　 　 表

建 物 N O

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１ ０

１ １

１ ２

１ ３

１ ４

１ ５

１ ６

１ ７

１ ８

１ ９

２ ０

２ １

２ ２

２ ３

２ ４

２ ５

２ ６

２ ７

２ ８

２ ９

３ ０

３ １

３ ２

３ ３

３ ４

３ ５

３ ６

３ ７

３ ８

３ ９

４ ０

４ １

４ ２

４ ３

４ ４

４ ５

４ ７

４ ８

４ ９

５ ０

５ １

５ ２

５ ３

５ ４

５ ５

５ ６

５ ７

５ ８

５ ９ 集 会 場

油 　 庫

ボ イ ラ ー 室

受 電 室

消火ポ ン プ 室

通 信 局 舎

野 外 便 所

保 管 庫

倉 　 庫

通 信 庫

油 脂 庫

建  物  名  称

隊 　 舎

ポ ン プ 室

浴 　 場

渡 り 廊 下

プロ パン 庫

渡 り 廊 下

予 備発 電機 室

器 材 庫

器 材 庫

食 　 厨

渡 り 廊 下

広報セ ン タ ー

厚生セ ン タ ー

体 育 館

車 　 庫

洗濯 工 場

整 備 場

外 来 宿 舎

警 衛 所

油 脂・ボ ンベ 庫

弾 薬 庫

弾 薬 庫

弾 薬 庫

火 工 場

弾 薬 庫

正門 哨 舎

ガ スボ ンベ 庫

４ ６

構 造 面積 (建 /延 )

RC- 4

RC- 3

RC- 4

39 / 3 9

S- 1

S- 1

W- 1

S- 1

RC- 1

CB- 1

CB-1

RC- 1

CB- 1

RC- 1

CB- 1

CB- 1

RC-1

RC- 1

W- 1

S- 1

RC- 1

W- 1

W- 1

SRC-1

W- 1

W- 2

RC- 1

RC- 1

S- 1

CB- 1

W- 1

W- 1

RC- 1

RC- 1

RC- 1

RC- 1

RC- 1

RC- 1

W- 1

CB- 1

S- 1

S- 1

S- 1

W- 1

RC- 1

RC- 1

S- 1

S- 1

CB- 1

RC- 1

S- 1

RC- 1

RC- 1

1,076/4,298

1,074/3,248

981/3,92 0

50 / 5 0

480 / 48 0

122 / 12 2

20 / 2 0

2 / 2

104 / 10 4

64 / 6 4

1,357/1,357

1,357/1,35 7

1,506/1,50 6

447 / 83 6

199 / 19 9

1,545/1,54 5

105 / 10 5

495 / 49 5

1,006/1,25 0

341 / 34 1

771 / 77 1

839 / 83 9

6 / 6

55 / 5 5

10 / 1 0

40 / 4 0

136 / 13 6

119 / 11 9

30 / 3 0

255 / 25 5

5 / 5

385 / 38 5

11 / 1 1

35 / 3 5

32 / 3 2

32 / 3 2

64 / 6 4

77 / 7 7

8 / 8

38 / 3 8

9 / 9

113 / 11 3

197 / 19 7

8 / 8

198 / 19 8

8 / 8

33 / 3 3

245 / 24 5

57 / 5 7

18 / 1 8

218 / 21 8

S 49. 3.3 0

S 46.12. 8

S 28.12.2 0

S 27. 4.1 7

S 27. 4.1 7

S 26.10.3 0

H 12.12. 6

H  3. 3.2 5

S 34.10.3 1

H 10.10. 8

S 63.11.1 6

H  1.12.2 0

S 45. 9.1 4

H  3. 3.2 6

S 26.10.3 0

S 26.10.3 0

H  3. 2. 4

H  9. 3.2 6

建 設 年月 日

S 46.12.1 5

S 47.12.2 1

S 47.12.2 1

S 47.12.2 1

S 47.12.2 1

S 49. 3.3 0

H 25.10. 9

S 47.12.2 1

S 30. 3.3 1

S 27. 7.2 5

S 27. 7.2 5

S 59. 3.2 2

S 59. 3.2 2

S 59. 3.2 2

S 26.10.3 0

S 26.10.3 0

S 63.10.2 7

S 26.10.30

H 20. 1.1 1

S 26.10.2 7

S 26.10.2 7

H 20. 1.1 1

H 12.12. 6

S 41. 4.2 0

S 27. 8.3 1

S 63.10.2 7

H  8. 3.2 6

S 29. 3.3 0

S 29. 3.3 0

S 29. 3.3 0

S 29. 3.3 0

S 28.12.2 0

S 30.12.2 1

S 59. 3.1 3
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函館駐屯地内対象車両配置図

警衛所
(正門)

½ｔトラックほか10台置き場



市場価格調査【依頼・回答】

業者名

№ 品　　　　　　名 規　　格　/　車　台　番　号 数量 単位 単　　価 金　　額

1 １／２ｔトラック（指揮・連絡用） Ｖ16ＢＢＲＳＦＡ/V16-0900193
1 EA

2 １／２ｔトラック（指揮・連絡用） Ｖ16ＢＢＲＳＦＡ/V16-0900194
1 EA

3 １／２ｔトラック（指揮・連絡用） Ｖ16ＢＢＲＳＦＡ/V16-0900195
1 EA

4 １／２ｔトラック（指揮・連絡用） Ｖ16ＢＢＲＳＦＡ/V16-0900198
1 EA

5 １／２ｔトラック（指揮・連絡用） Ｖ16ＢＢＲＳＦＡ/V16-0900218
1 EA

6 １／２ｔトラック（指揮・連絡用） Ｖ16ＢＢＲＳＦＡ/V16-0900220
1 EA

7 １／２ｔトラック（指揮・連絡用） Ｖ16ＢＢＲＳＦＡ/V16-7000155
1 EA

8 ３　１／２ｔトラック
６×６SKW４７５　/
SKW475-7000004 1 EA

9 ３　１／２ｔトラック
６×６SKW４７６　/
SKW476-7000765 1 EA

10
３　１／２ｔトラック
（ウインチ付き

６×６SKW４７５　/
SKW475-3002600 1 EA

11
３　１／２ｔトラック
（ウインチ付き

６×６SKW４７６　/
SKW476-7000983 1 EA

以下余白

お世話になっております。
市場価格調査依頼書について
ご協力よろしくお願いいたします。

函館市桔梗町431-63
㈱アクティオ函館営業所
代表取締役　綿引　秀幸
担当者　川辺　圭太
080-6064-9265

搬出（運搬）や解体等に係る各種諸経費を見込んで

引き取り単価を記載して下さい。

又、消費税は含めないで記載して下さい。



合 計





区分 ＦＡＸ電話一体型（受話器有りタイプ） 業務用ＦＡＸ（受話器無しタイプ）

外
観

番
号
操
作

0138-51-9171＋477
0138-51-9171＋PPPPPP＋477

※ﾎﾟｰｽﾞ/ﾘﾀﾞｲﾔﾙﾎﾞﾀﾝ

オンフック＋0138-51-9171＋477

※ｵﾝﾌｯｸﾎﾞﾀﾝ又はﾓﾆﾀｰ、ｽﾋﾟｰｶｰﾎﾞﾀﾝ

送
信
要
領

① 原稿をセット
② 受話器を上げ駐屯地代表番号をダイ
ヤル

③ 音声ガイダンスが流れるので内線番
号を入力

④ 「ピー、ピー」というＦＡＸ信号を
確認した後、「スタート又はファック
ス」ボタンを押し受話器を下す。

⑤ ＦＡＸが送信されます。

① 原稿をセット
② 駐屯地代表番号を入力、続けて
[ﾎﾟｰｽﾞ/ﾘﾀﾞｲﾔﾙ]ﾎﾞﾀﾝを６回押した
後、内線番号入力して「スタート又
はファックス」ボタンを押す。

③ 音声ガイダンス開始後に内線番号
（ピ・ポ・パ）と送出されＦＡＸが
送信されます。

① 原稿をセット
② オンフックボタンを押し、駐屯地代
表番号を入力

③ 音声ガイダンス開始後に内線番号を
入力

④ 「ピー、ピー」というＦＡＸ信号を
確認した後、「スタート又はファック
ス」ボタンを押す。

機
能
ボ
タ
ン
の
一
例

函館駐屯地局線（代表）

※

２
別紙第１


